

























go.jp/tohoku/ks/newpage/ks-sub10-300619kotsu1.pdf（2018 年 11 月 18 日最終閲覧）
2）	 	　国土交通省総合政策局公共交通政策部（2016）「地域公共交通に関する最近の動向等」によると，全国の
「地域公共交通総合連携計画」の策定件数は最終的に 601 件であった。http://www.mlit.go.jp/common/	







































域（15 市 7 町 1 村）および和歌山県
紀北地域（5市 4町）である（図 1）。
2015 年国勢調査における前者の人口
は約 236 万人，面積は約 883km2，高
齢化率は 26.6％である。後者の人口





表 1のように，対象地域 32 市町村中 16 市町村が公共交通計画を策定済みである。コミュニ




5）	 	　2010 年から 2018 年にかけて，和歌山市がコミュニティバス（地域バス紀三井寺団地線）を 2013 年 4 月に
運行開始したほか，河南町がコミュニティバスと乗合タクシーを 2016 年に運行開始した。また，堺市はコ








































堺市 841966 839310 26.7 149.82 145.76 5602.1 5758.2 他 2012 ○ ○
岸和田市 199234 194911 25.8 72.68 53.11 2681.8 3669.9 網 2017 ○ ○
泉大津市 77548 75897 23.7 14.31 14.31 5303.8 5303.8 × ×
貝塚市 90519 88694 24.8 43.93 26.18 2019.0 3387.9 連 2011，網 2018 ○ ○
泉佐野市 100801 100966 24.7 56.51 36.55 1786.7 2762.4 ○ ○
富田林市 119576 113984 27.0 39.72 36.69 2869.7 3106.7 他 2012 ○ ○
河内長野市 112490 106987 31.1 109.63 34.01 975.9 3145.8 連 2009，連 2012，網 2015 ○ ○
松原市 124594 120750 28.4 16.66 16.66 7247.9 7247.9 ○ ○
和泉市 184988 186109 22.6 84.98 50.16 2190.0 3710.3 連 2009，網 策定中 ○ ○
羽曳野市 117681 112683 28.3 26.45 23.97 4260.2 4701.0 ○ ○
高石市 59572 56529 26.9 11.30 11.30 5002.6 5002.6 × ×
藤井寺市 66165 65438 26.6 8.89 8.89 7360.9 7360.9 × ×
泉南市 64403 62438 26.9 48.98 26.57 1274.8 2349.9 ○ ○
大阪狭山市 58227 57792 26.7 11.92 11.62 4848.3 4973.5 ○ ○
阪南市 56646 54276 28.7 36.17 16.07 1500.6 3377.5 他 2018 ○ ○
忠岡町 18149 17298 27.4 3.97 3.97 4357.2 4357.2 ○ ○
熊取町 45069 44435 25.7 17.24 11.90 2577.4 3734.0 ○ ○
田尻町 8085 8417 22.8 5.62 5.62 1497.7 1497.7 × ×
岬町 17504 15938 36.3 49.18 12.87 324.1 1238.4 他 2015 ○ ○
太子町 14220 13748 25.8 14.17 8.99 970.2 1529.3 他 2018 × ×
河南町 17040 16126 29.0 25.26 13.11 638.4 1230.1 他 2015 × ○
千早赤阪村 6015 5378 40.6 37.30 7.14 144.2 753.2 他 2015 × ×
和歌山市 370364 364154 29.1 208.84 146.36 1743.7 2488.1 連 2008，連 2009，連 2014，網 策定中 × ○
海南市 54783 51860 34.0 101.06 61.72 513.2 840.2 ○ ○
橋本市 66361 63621 29.0 130.55 53.09 487.3 1198.4 他 2011，他 2014，網 2017，実 策定中 ○ ○
紀の川市 65840 62616 29.8 228.21 119.93 274.4 522.1 連 2008，連 2014，網 策定中 ○ ○
岩出市 52882 53452 20.9 38.51 23.55 1388.0 2269.7 連 2009 ○ ○
紀美野町 10391 9206 44.2 128.34 32.02 71.7 287.5 ○ ○
かつらぎ町 18230 16992 36.7 151.69 51.57 112.0 329.5 ○ ○
九度山町 4963 4377 42.2 44.15 11.27 99.1 388.4 × ×

















































高頻度駅・バス停 平日に片道 30 便／日以上の運行があるもの
中頻度駅・バス停 上記以外の駅・バス停で，平日に片道 15 便／日以上 30 便／日未満の運行があるもの
低頻度駅・バス停 上記以外の駅・バス停で，平日に片道 5便／日以上 15 便／日未満の運行があるもの










平成 22 年国勢調査の段階では，本稿の対象地域で 5次メッシュデータが整備済なのは政令指定
都市である堺市と県庁所在都市である和歌山市を含む第二次地域区画（おおむね 10km四方の
メッシュ）のみであった。そのため，平成 22 年国勢調査で 5次メッシュデータの整備対象外と
なっていた区域については，その区域が含まれる 4次メッシュの平成 22 年から平成 27 年にか









情報を市町や事業者のサイトから取得して補完することで，2010 年と 2018 年のデータを整備し



















































4と図 5に示す。図 4は 2010 年，図 5は 2018 年の結果であり，いずれも市町村を可住地人口



























率が 19.1％（岩出市）〜45.5％（紀美野町）に上っており，かつ岩出市を除いて 2010 年よりも
その数値が上昇している。
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次に，2010 年と 2018 年の結果を比較する。まず，図 4と図 5に示された南大阪・紀北の全
域（合計）の 2010 年と 2018 年の結果について χ2 検定を行ったところ，有意差を確認すること
ができた（χ2＝46555.5,	p＜.01）。よって，2010 年に比べ 2018 年の南大阪・紀北地域の公共交通
アクセシビリティは有意に下がっていると考えることができる。













年と 2018 年のパネルデータを用いて重回帰分析を行った。そのモデルは式 1の通りである。
最小二乗法でモデルを推定した結果を表 5に示す。なお，先述の通り，2018 年のデータは，
2018 年の駅・バス停データと 2015 年の人口データを組み合わせたものである。





　					PD：交通計画策定ダミー（2010 年末または 2018 年 7 月時点で計画策定済み＝ 1）





























































































































































































































































































































































注）	　2010 年と 2018 年を比較するため，南大阪地域と合計の値は松原市，羽曳野市，藤井寺市，富田林市，河南
町，太子町，千早赤阪村を除外して集計している。
図 6．南大阪・紀北地域の市町村別公共交通アクセシビリティの変化（2010 年から 2018 年）




























































































定数項 				 31.593 	 1.869 ― ― 			-22.376 -1.928 			-22.254 -2.098*
自由度 49 50 49 49
自由度修正済み














2018 年ダミーのパラメータは有意ではない。そこで，モデル 3から 2018 年ダミーを除いたモ














法」施行前後にあたる 2010 年と 2018 年の公共交通アクセシビリティを市町村別に算定した。
その上で，2010 年から 2018 年にかけての公共交通アクセシビリティの変化とその要因に関
する重回帰分析を行い，公共交通計画の策定が地域公共交通サービスに及ぼす効果を検証した。
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Local Transport Plan and Public Transport Accessibility in Southern Osaka  
and Northern Wakayama:  
Before and After Implementation of the Basic Act on Transport Policy
Katsuhisa TSUJIMOTO
Abstract
With the increase in motorization in Japan, public transportation tends to decline. In such 
circumstances, in order to improve the situation of local public transport, the Regional 
Revitalization Act was enacted in 2007 (revised in 2014) and the Basic Act on Transport 
Policy in 2013. Under these acts, formulation of the local public transport plan has been 
promoted nationwide over the past ten years. This study aims to analyze the changes in 
public transport accessibility from 2010 to 2018 and the associated factors in the Southern 
Osaka prefecture and Northern Wakayama prefecture.
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